
資料３－１

ＩＣＴによる低炭素社会の実現を目指して低炭素社会 実現を目指

～地球温暖化問題への対応に向けたＩＣＴ政策に関する研究会報告書（案）概要～

平成２０年３月１７日



第１章

地球温暖化問題とICTの進展～地球温暖化問題とICTの進展～
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１．地球温暖化問題の現状

○ ２１世紀末の世界平均地上気温の上昇は、２０世紀末と比較して、環境の保全と経済の発展を地球規模で両立する社会で

約１．８℃（１．１～２．９℃）、化石エネルギーを重視しつつ高い経済成長を実現する社会で約４．０℃（２．４～６．４℃）と予測。

○ 京都議定書第１約束期間（２００８～２０１２年）における目標達成に向け、各国は温室効果ガスの削減のための取組を実施

（日本は６％削減目標）。

○ ２０１３年以降のポスト京都議定書の枠組み構築に向けた動きが近年活発化（ＣＯＰ、Ｇ８サミット等）。

世
界
地
上
気
温

2000年の濃度で一定

20世紀

の
上
昇
値
（℃

）

出典：IPCC第４次評価報告書（統合報告書）（２００７年１１月）

＜地上気温上昇（１９８０～１９９９年との比較）＞
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（年）

＜２１世紀の年平均気温の上昇（１９８０～１９９９年との比較）＞

※ １９８０～１９９９年を基準とした２０９０～２０９９年の上昇



２．地球温暖化問題とＩＣＴ

○ 排出削減のためには 分野自体の省 化が必要○ ＣＯ２排出削減のためには、ＩＣＴ分野自体の省ＣＯ２化が必要。

○ さらに、ＩＣＴを利活用することにより、生産・消費・業務活動の飛躍的な効率化、交通代替や渋滞緩和等によるＣＯ２排出

削減に貢献することが可能。

○ Ｃ を用いて環境計測 環境予測が可能

エネルギー利用効率の改善 物の生産・消費の効率化・削減

○ ＩＣＴを用いて環境計測・環境予測が可能。

・ ＩＴＳ（ETC、VICS、信号機の集中制御化）
・ BEMS（ビルエネルギー管理システム）
・ HEMS（家庭用エネルギー管理システム）

・ サプライチェーンマネジメント
・ 電子出版、電子配信
・ ペーパーレスオフィス

一般
家庭

環境計測 環境予測人・物の移動の削減 環境計測・環境予測

・ ＣＯ２計測用ライダ
・ センシングネットワーク
・ 地球シミュレータ

・ オンラインショッピング、オンライン取引
・ テレワーク、ＴＶ会議
・ 音楽、映像、ソフト配信

事務所・
店舗

生産・流通・
輸送

・ 電子申請（税申告・オンラインレセプト）

ICTの利活用

ＩＣＴの利活用の普及を促進することにより、地球温暖化問題へ貢献
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第２章

～ICT分野におけるCO２排出量及びICT分野におけるCO２排出量及び
CO２排出削減効果～
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３．ＩＣＴによる環境負荷低減の評価方法

影響ＩＣＴによるＣＯ２排出削減量 ＩＣＴのプラスの効果 ＩＣＴのマイナスの影響＝ －

※ ＩＣＴシステム及びネットワークの使用によるＣＯ２排出（ＩＣＴのマイナスの影響）を抑え、業務の効率化やエネルギー使用、人の移動、物の

消費等が効率化されることによるＣＯ２削減効果（ＩＣＴのプラスの効果）を高めることで、ＩＣＴによるＣＯ２削減量を増加させることが可能。

【ＩＣＴのプラスの効果】

ＩＣＴシステムを利活用することにより業務効率が改善され、資源やエネルギーの使用によるCO２排出量が削減できる等の効果である。
一般には以下の８つの効果が挙げられる。

【ＩＣＴのマイナスの影響】

ＩＣＴ機器やネットワークの製造・設置等の過程での資源・エネルギー消費やそれに伴うCO２排出、使用段階における電力消費、廃棄・
リサイクルされる過程で発生するCO２排出がある。

＜ＩＣＴのプラスの効果算定における環境負荷項目＞

項目 内容

①物の消費
物の消費量（紙の消費量など）を削減することにより、物の生産・廃棄にかかるＣＯ２排出量や廃
棄物排出量の削減を図ることができる。

②電力消費・
エネルギー消費

電力やエネルギーの使用を効率化して消費量を削減することにより、発電・送電等にかかるＣＯ２

排出量を削減できる。

③人の移動
人の移動を削減することにより、輸送の交通手段に要するエネルギー消費量を削減し、ＣＯ２排出
量を削減できる。

④物の移動
物の移動を削減することにより、輸送の交通手段に要するエネルギー消費量を削減し、ＣＯ２排出

④物の移動
量を削減できる。

⑤オフィススペース
の効率化

オフィススペースを効率的に使用することにより、照明や空調等の電力消費量を削減し、ＣＯ２排
出量を削減できる。

⑥物の保管
物の保管スペースを削減することにより、照明や空調等にかかる電力消費量を削減し、ＣＯ２排出
量を削減できる。

⑦業務効率化 業務効率化 より 資源 ネ ギ 消費量を削減 排出量削減等を図る とが きる
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⑦業務効率化 業務効率化により、資源・エネルギー消費量を削減し、ＣＯ２排出量削減等を図ることができる。

⑧廃棄物
廃棄物の排出量を削減することにより、環境保全と同時に廃棄物の処分等に要するエネルギー消費
量等を削減し、ＣＯ２排出量を削減できる。



４．ＩＣＴによる環境負荷低減事例

○ ＩＣＴによる環境負荷低減事例を募集し ＣＯ２ 排出削減効果を定量評価を実施○ ＩＣＴによる環境負荷低減事例を募集し、ＣＯ２ 排出削減効果を定量評価を実施。

・ 募集事例：４４件（うち、３９件について定量評価を実施）

・ 応募企業・団体：三越、ハウス食品、香川県庁、栗山農業振興公社、中野区役所、札幌医科大学、ながぬま農業組合 等

・ 応募事例全体で削減されるＣＯ２ 排出量：２７万ｔ－ＣＯ２／年（削減率：９２％）

【具体例】

県庁における「行政情報提供システム」の導入
（香川県庁）

リモートセンシング技術を活用した
「農地衛星解析サービス」の導入（ながぬま農業組合）

２ｔｰCO2排出削減（９９％の削減効果） １８ｔｰCO2排出削減（９０％の削減効果）
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５．ＩＣＴ分野の電力消費量（情報通信分野①）

＜電力消費量の算出対象＞ ザ側 信 連機 稼 台数＜電力消費量の算出対象＞

交換機、空調
固定
通信

ユーザ 事業者

電話機 FAX
交換機、空調

固定
通信

ユーザ 事業者

電話機 FAX

＜ユーザ側通信関連機器の稼働台数＞
（２０１２年度）

固定通信
ユーザ側装置

単体電話、FAX、TA、モデム等 １０，４００万台

移動体
通信

基地局、交換機、空調

交換機、空調

携帯端末

モデム類（ONU等）
通信

移動体
通信

基地局、交換機、空調

交換機、空調

携帯端末

モデム類（ONU等）
通信

移動体通信
ユーザ側装置

携帯電話、PHS、WiMAX １３，０００万台

PC（家庭用） 家庭用パソコン ３，３００万台

ルータ、LANスイッチ

PC、サーバ データ
センタ
空調

インター
ネット

ストレージ

プリンタ

ルータ、LANスイッチ

PC、サーバ データ
センタ
空調

インター
ネット

ストレージ

プリンタ

PC（業務用） 業務用パソコン ３，４００万台

プリンタ インクジェットプリンタ、
ページプリンタ

４，５００万台

サーバ サーバ ４００万台プリンタプリンタ

単位 万加入単位 万加入

＜加入者（契約）数＞
（２０１２年度）

サ バ サ バ ４００万台

ストレージ ネットワークストレージ ３，４００，０００TB

メインフレーム メインフレーム ５，８００台

タ タ 無線 機能を含 台

750 ADSL

3,000 光(FTTH)

400 ISDN

3,000 加入電話

単位：万加入

750 ADSL

3,000 光(FTTH)

400 ISDN

3,000 加入電話

単位：万加入 ルータ ルータ（無線LAN機能を含む） ３，１００万台

LANスイッチ LANスイッチ ９００万台

金融端末等 CD、ATM、デジタルキオスク端末 ２３万台

12,000移動系3G

0移動系2G

550移動系PHS

500CATV

12,000移動系3G

0移動系2G

550移動系PHS

500CATV
家庭用
マルチメディア端末

PDA、ゲーム機、車載端末 ８，０００万台

RFIDリーダ／
ライタ

RFIDリーダ／ライダ １，５００万台

7

400移動系WiMAX 400移動系WiMAX

※ 現状のトレンドに基づき推計。ブロードバンドサービス及び携帯電話
の加入者数は「２００７年度通信機器中期需要予測（情報通信ネット
ワーク産業協会（ＣＩＡＪ））」に基づく

ライタ

※ 出荷統計に残存モデルを考慮して算出



５．ＩＣＴ分野の電力消費量（情報通信分野②）

固定
通信事業者

6%LANスイ チ

金融端末
1%

ゲーム機他
2%

RFIDリーダ/ライタ
0.1%

500

600

非対策

6%

固定通信
ユーザ装置

14%
ルータ
14%

LANスイッチ
7%

400

Ｗ
ｈ

対策

移動体通信事業者
10%メインフレーム

2%

ストレージ
1%

移動体通信

570億ｋWh
200

300

億
ｋ
Ｗ

データセンタ
空調分

6%

プリンタ
6%

PC（業務用）
10%

サーバ
18%

移動体通信
ユーザ装置

0.2%

0

100

度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度 度

PC（家庭用）3%

10%

＜2012年の情報通信分野の電力消費量の内訳（非対策ケース）＞＜情報通信分野の電力消費量＞
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２０１２年の情報通信分野における電力消費量は５７０億ｋＷｈと推計（ただし、省エネ対策を実施した場合は
４４０億ｋWｈと推計）
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※ 前提とした省エネ対策：データセンタの空調・給電の省エネ、トップランナー制度の適用



５．ＩＣＴ分野の電力消費量（放送分野）

＜放送分野の電力消費量＞
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２０１２年の放送分野における電力消費量は、放送局によるものとＴＶ受像機によるものを合わせて全体として
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１５２億ｋWｈと推計

※ 放送局の電力消費量は、自主行動計画及び事業者へのヒアリング結果に基づく。ＴＶ受像機の電力消費量は、電子情報技術産業協会
（ＪＥＩＴＡ）の推計に基づく。



６．ＩＣＴ分野の電力消費量及びCO２排出量
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＜ＩＣＴ分野全体の電力消費量＞
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２０１２年において、情報通信分野・放送分野を合わせたＩＣＴ分野全体で７３０億ｋＷｈの電力が消費され、
３０００万トンのCO２が排出されると推計（２００５年度の日本のCO２排出量の２．2％に相当）
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※ 電力消費量からＣＯ２排出量への換算は、電気事業連合会が公表している各年度のＣＯ２排出原単位の実績値を使用。２００７～２０１２年度
は２００６年度実績値０．４１０ｋｇ－ＣＯ２／ｋＷｈを使用。



７．ＩＣＴの利活用によるCO２削減量（１）

2006年 2012年

オンラインショッピング 買物交通、宅配輸送、包装用紙の削減 小売の2％ 小売の7％

表2.8 各利活用シーンにおけるＣＯ２削減効果と試算に用いた主な普及率等

評価分野
普及率等

利活用シーン CO2削減効果

オンライン航空券発行 窓口購入の交通エネルギー削減 ネット予約率の33％ ネット予約率の83％

コンビニでのチケット購入 窓口購入の交通エネルギー削減 ネットサービス利用割合の9％ ネットサービス利用割合の15％

現金自動支払機の設置 銀行窓口までの交通エネルギー削減
ＣＤ・ＡＴＭ設置台数  66600台

店舗削減数　950店舗
ＣＤ・ＡＴＭ設置台数　81100台

店舗削減数　2000店舗

個人向け電子商取引

オンライン取引 商談等業務移動に伴うエネルギー削減 B to B割合 20% B to B割合 40%

サプライチェーンマネジメント 返品率の半減による効果 生産流通管理進展度　50％ 生産流通管理進展度　80％

リユース市場 機械製品生産をリユース製品で代替 リユース割合　0.83% リユース割合　1.87%

音楽系コンテンツ レコード・CD等のメディア輸送によるエネルギー削減 レコード電子配信割合 7% 電子配信割合 27%

法人向け電子商取引

映像系コンテンツ ビデオ・DVD等のメディア輸送によるエネルギー削減 ビデオ電子配信割合　10％ ビデオ電子配信割合　26％

パソコンソフト PCソフト用のメディア輸送によるエネルギー削減 ASP進展度　7％(2005年） ASP進展度　30％

新聞・書籍 印刷用紙の削減 電子書籍割合　0.4％ 電子書籍割合　1.5％

テレワーク 通勤移動と業務移動の削減 テレワーク人口780万人 テレワーク人口1630万人

物質の電子情報化

TV会議 通勤移動と業務移動の削減 TV会議市場　230億円 TV会議市場　660億円

遠隔管理 通勤移動と業務移動の削減 自販機管理システムによる配送効率化　34％ 自販機管理システムによる配送効率化　34％

高度道路交通システム ＩＴＳ
走行速度の向上、ノンストップ化と渋滞解消

商用時間の短縮
ETC利用率68%、VICS普及率18％
信号機の集中制御化約28,800基

ETC利用率85%、VICS普及率21％
信号機の集中制御化約47,000基

電 札 事務 効率 札者 移動 削減 自治体あた 電 札実施件数 ﾞ 自治体あた 電 札実施件数 ﾞ

人の移動

電子入札 事務の効率化、入札者の移動の削減 １自治体あたりの電子入札実施件数（ﾋｱﾘﾝｸﾞ） １自治体あたりの電子入札実施件数（ﾋｱﾘﾝｸﾞ）

電子申請（税申告）
ペーパレス化，保管スペースの削減，事務の効率化、

申請者の移動の削減
利用率　2.89％（e-TAX），0.8％（eLTAX） 利用率　50%

電子申請（オンラインレセプト） ペーパレス化，保管スペースの削減，申請者の移動の
削減

利用率　26.4％（レセプト電算処理システム） 利用率　100%

エネルギー制御 BEMS HEMS ビルにおける省エネ効果 空調・家電機器の省エネ効果 BEMS納入額530億円 BEMS納入額1047億円

電子政府・電子自治体
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エネルギー制御 BEMS,HEMS ビルにおける省エネ効果、空調・家電機器の省エネ効果 BEMS納入額530億円 BEMS納入額1047億円

注）テレワーク、高度道路交通システム、BEMS,HEMSについては、京都議定書目標達成計画に記載されているCO2削減量を効果とした。2012年の削減量がない場合は2010年と等しいとした。

注）電子申請については「IT新改革戦略　平成18年1月19日」（IT戦略本部）より目標値を普及率とした。



７．ＩＣＴの利活用によるCO２削減量（２）

万t-CO2
割合
（％）

万t-CO2
割合
（％）

万t-CO2
割合
（％）

2010年度 2012年度

表2.9　ICTによるCO２削減効果

評価分野 利用シーン

2006年度

（％） （％） （％）

オンラインショッピング 198 0.1% 542 0.4% 712 0.5%

オンライン航空券発行 2 0.0% 5 0.0% 6 0.0%

コンビニでの旅券販売 31 0.0% 60 0.0% 64 0.0%

現金自動支払機の設置 261 0 2% 291 0 2% 319 0 2%

個人向け電子商取引

現金自動支払機の設置 261 0.2% 291 0.2% 319 0.2%

オンライン取引 527 0.4% 767 0.6% 836 0.6%

サプライチェーンマネジメント 532 0.4% 1,839 1.4% 1,839 1.4%

リユース市場 577 0.4% 1,154 0.8% 1,197 0.9%

音楽系コンテンツ 35 0 0% 114 0 1% 133 0 1%

法人向け電子商取引

音楽系コンテンツ 35 0.0% 114 0.1% 133 0.1%

映像系コンテンツ 15 0.0% 21 0.0% 25 0.0%

パソコンソフト 11 0.0% 53 0.0% 61 0.0%

新聞・書籍 4 0.0% 91 0.1% 95 0.1%

テレワーク 30 0 0% 50 0 0% 63 0 0%

物質の電子情報化

テレワ ク 30 0.0% 50 0.0% 63 0.0%

TV会議 105 0.1% 194 0.1% 305 0.2%

遠隔管理 5 0.0% 5 0.0% 5 0.0%

高度道路交通システム ＩＴＳ 308 0.2% 370 0.3% 401 0.3%

電子入札 0 0 0% 2 0 0% 2 0 0%

人の移動

電子入札 0 0.0% 2 0.0% 2 0.0%

電子申請（税申告） 0 0.0% 8 0.0% 8 0.0%

電子申請（オンラインレセプト） 0 0.0% 1 0.0% 1 0.0%

エネルギー制御 BEMS,HEMS 468 0.3% 730 0.5% 730 0.5%

3 110 2 3% 6 297 4 6% 6 802 5 0%

電子政府・電子自治体

合計
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3,110 2.3% 6,297 4.6% 6,802 5.0%
注）　割合は2005年度における日本国の温室効果ガス総排出量に対する割合を示している。

合計



７．ＩＣＴの利活用によるCO２削減量（３）

＜ＩＣＴによるＣＯ２削減効果＞
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２０１２年において、ICTの利活用により６８００万トンのCO２排出削減効果が生じる（２００５年度の日本の
CO２排出量の５．０％に相当）



８．ＩＣＴ分野のCO２排出量及びＩＣＴの利活用によるCO２削減量

＜ＩＣＴ分野全体のＣＯ２排出量とＩＣＴの利活用によるＣＯ２削減量＞
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6.06.0

２０１２年において、ICT分野で３０００万トンのCO２が排出されるが、ICTの利活用により６８００万トンの
CO２排出削減効果が生じるため、３８００万トンのCO２排出削減に貢献（１９９０年度の日本のCO２排出量の
３ ０％に相当）３．０％に相当）

14
※ 本試算には効果が即時的には現れない「削減ポテンシャル」も含まれており、このポテンシャルを現実のものとするための取組が必要



第３章

～ICTによるさらなるCO２排出削減ICTによるさらなるCO２排出削減
に向けた方策～
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９．ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた方策（１）

データセンタ ＡＳＰ・ＳａａＳに関する環境配慮対策の実施デ タセンタ、ＡＳＰ ＳａａＳに関する環境配慮対策の実施

空調空調 ＣＰＵ メモリ ＨＤＤＣＰＵ メモリ ＨＤＤ

（１） データセンタ事業者及びＡＳＰＳａａＳ事業者の省ＣＯ２評価指標の設定

データセンタやＡＳＰ・ＳａａＳを利用する場合のエネルギー効率

付帯設備の

使用電力削減

IT機器自身の
使用電力削減ファンファン ４％４％電源電源

１３％１３％

空調空調
４４％４４％

ＵＰＳ
電源分配

７％

ＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤＣＰＵ、メモリ、ＨＤＤ
３２％３２％を比較する指標がユーザに提示されれば、ユーザが本指標も

参考にデータセンタ事業者やＡＳＰ・ＳａａＳ事業者を選択するこ
とが可能となり、事業者によるエネルギー効率に向けた取組の
促進に有効

【データセンタ事業者の場合】

・ ＰＵＥ（電力利用効率＝データセンタ設備全体の消費電力／ＩＣＴ機器の消費電力）

・ ＣＯ２排出係数（電力使用量からＣＯ２ 排出量を換算する際に用いられる係数。クリーン電力の利用度により変化）

出典：“Powering Compute Platforms in High Efficiency Data Centers”
(Intel Developer Forum, Fall2006) をもとにＮＥＣ作成

＜データセンタにおける消費電力＞

【ＡＳＰ・ＳａａＳ事業者の場合】

・ サービスの環境負荷原単位＝ＡＳＰ・ＳａａＳサービス１単位当たりのＣＯ２排出量（または電力消費量）

→ ＡＳＰ・ＳａａＳのサービスは多種多様であることから、今後環境負荷原単位の設定・確認方法の確立に向けて、ＡＳＰ・ＳａａＳ協議会
等の場において詳細検討を実施することが期待

① データセンタの利用
（分散型→集中型）

② データセンタの設計
（効率的な冷却装置等の活用）

③ 省エネ機器利用・運用
（省エネ型サーバ等の活用）

（２） 省ＣＯ２を迅速に実施するための方策

等の場において詳細検討を実施することが期待

利用

未利用

利用

未利用

利用

未利用

利用

未利用

個人ユーザー中小企業

サ バ集約化

企業3企業2企業1

iDCの設計 省エネ機器利用・運用

装

データセンタ

サーバ集約化

利用

利用

利用

利用

利用

利用

利用

利用

データセンタ

iDCの設計 省エネ機器利用 運用

データセンタ 16



９．ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた方策（２）

膨大な情報管理の省エネ化の推進膨大な情報管理の省エネ化の推進

・ ＩＣＴの進展と情報のデジタル化の加速に伴い、生成されるデータ量は年々急増

・ 利用頻度が著しく低いデータ（アーカイブデータ）については、高性能である必要が高くないため、低消費電力での運用が望まれる

150

ｔ 
）

利用頻度 著しく低 デ タ（ア イ デ タ） は、高性能 ある必要 高くな た 、低消費電力 運用 望まれる

・ しかしながら、ＲＡＩＤ方式サーバの低価格化に伴い、アーカイブデータも常時通電型のＲＡＩＤ方式サーバで使用される傾向にある

100

排
出

量
　

（
 ｔ

50

二
酸

化
炭

素
排

0

RAID MAID Tape
Library

Disc
Library

二

光

各種 ジ 排 較

→ 利用頻度が著しく低いアーカイブデータについては、光ディスク等消費電力が少ない保存方法への移行を促進

光ディスクは日本初の技術であり国内企業が多数の知的財産権を所有、製品も多数生産していることから、我が国の国際競争力強化
の観点からもその促進が有効

＜各種ストレージとＣＯ２排出量比較＞＜利用頻度が著しく低いデータとストレージ＞

の観点からもその促進が有効

17

※ ＲＡＩＤ：複数台のＨＤＤを組み合わせることで、仮想的な１台のＨＤＤとして運用する技術。特定のＨＤＤが読めなくなってもデータの信頼性を確保した
ストレージ方式。

※ ＭＡＩＤ：少数のＨＤＤからなるＲＡＩＤグループを多数構成。
出典：松下電器産業、PowerFile、Toigo



９．ＩＣＴによるさらなるＣＯ２排出削減に向けた方策（３）

ＩＣＴによる環境に配慮した取組の促進ＩＣＴによる環境に配慮した取組の促進

（１） 企業・家庭に対するインセンティブ付与

・ 金融支援の検討 ： ＩＣＴを利活用したＣＯ２排出削減のための投資・費用に対して利子補給によって一層の優遇を・ 金融支援の検討 ： ＩＣＴを利活用したＣＯ２排出削減のための投資・費用に対して利子補給によって 層の優遇を

図るための予算措置の創設を検討

・ 税制支援の検討 ： テレワーク環境整備税制の対象設備の拡大、軽減措置の拡充等の税制支援を検討

・ 家庭における「見える化」の推進 ： 家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）を対象とした優遇制度の検討・ 家庭における「見える化」の推進 ： 家庭用エネルギー管理システム（ＨＥＭＳ）を対象とした優遇制度の検討

（２） 社会システムのＩＣＴ化の促進／ＩＣＴの利活用による低炭素型都市モデルの構築

低炭素社会の実現という観点からも 電子政府 電子自治体その他生活 ビジネス 教育 医療等様々な社会・ 低炭素社会の実現という観点からも、電子政府・電子自治体その他生活・ビジネス・教育・医療等様々な社会
システムの一層のＩＣＴ化を推進

・ その際、社会システムの共同構築、共同アウトソーシング等共同化の取組を推進

・ また、ＩＣＴを積極的に利活用する低炭素型都市モデルの構築を推進また、ＩＣＴを積極的に利活用する低炭素型都市モデルの構築を推進

（３） ＣＯ２排出削減効果の簡易な評価手法の確立

・ ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果を、企業における自主行動計画等の取組に算入することを可能とする評価手法の確立ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果を、企業における自主行動計画等の取組に算入することを可能とする評価手法の確立
と標準化に向けた取組を推進

（４） 普及啓発の推進

・ シンポジウム、セミナー開催による意識の向上

・ ＩＣＴによるＣＯ２排出削減成功モデルの表彰・周知による具体的取組方法の提示 等

18



第４章

～CO２排出削減に資するICTのCO２排出削減に資するICTの
研究開発課題～
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１０．ＣＯ２排出削減に資するＩＣＴ研究開発の方向性

従来のICTによる効用従来のICTによる効用
「金（かね）の流れ」、「人の流れ」、「物の流れ」の情報化により、CO2排出量を削減

「エネルギーの流れ」の情報化によるマネージメント

○ 電気機器等の消費電力のモニタリングにより、
電力の流れを情報化（家庭、オフィス、地域）

○ エネルギ のバ フ 機能により
環境負荷の低減に資する情報通信

ネルギ の流れ」の情報化によるマネ ジメント

○ エネルギーのバッファー機能により、
マネージメントを実現
⇒分散型蓄電池によるエネルギーの蓄積

○ 設定された電力量 消費電力を

これまでの情報通信

・金流の情報化
・人流/物流の情報化

今後の情報通信

＋

さらに拡大さらに拡大

○ 設定された電力量以下に消費電力を
管理することにより、利便性を損なわず、
確実にCO2排出量を削減

＋
・エネルギー流の情報化

環境負荷低減への貢献

○ 地球環境のセンシング
（CO2、雲、風のリアルタイム可視化等）

自然エネルギー生成・需要の予測

・物の生産を効率化、紙の使用量を削減
・人/物の移動を少なくする

・エネルギーの利用効率を改善

＋

さらに拡大 さらに拡大

自然エネルギー活用プランに基づく

地域エネルギーマネージメント

○ エネルギーの流れの情報化は、エネルギー
CO2排出削減に資する研究開発の方向性

・エネルギーの生産まで含めた
トータルな管理による効率改善

20

○ エネルギ の流れの情報化は、エネルギ
の直接的な管理を可能とし、大幅なCO2排出
量削減が期待



好 あわ 自在 購

１１．ＣＯ２排出削減が実現された２０３０年の社会イメージ

好みにあわせて自在に購入隊列輸送で無駄なく搬送

自分の周囲だけ温度調節

地域での電力負荷を平準化

遠くの物に触れる

○購入情報にしたがった無駄のない製品
の生産

○他の製品と併せた共同輸送

○無事故で渋滞のない効率的な輸送

購入に応じて無駄なく生産
すぐわかる行き先までの最適ルート 資料は全て電子ペーパー

○無事故で渋滞のない効率的な輸送

○各個人の周囲だけの快適な冷暖房

○小型蓄電装置を用いた消費電力の管理

小型タグで個別の製品管理生産・流通・輸送 事務所・店舗 離れていても会議が可能事務所・店舗

○日本に居ながらにして、海外の会議へ
参加

○オフィスで使われる紙は電子ペーパー

電力消費量の削減

○各個人の周囲だけの快適な冷暖房

○小型蓄電装置を用いた消費電力の管理

○感触も実感できるオンラインショッピング

地球全体の環境センシング

排出

吸収

都市規模の環境センシング

人工衛星により、
グローバルなＣＯ２

収支をセンシング

出歩かなくても手に取りショッピング

照明は自動
でオン/オフ

バ チャル旅行

○感触も実感できるオンラインショッピング、
バーチャル観光

○新聞は電子ペーパーに毎日配信

○照明は自動的にオン／オフ

都市単位のスケールで、
ＣＯ２収支、エネルギー流をセンシング

オール光・超高速・超低消費電力ネットワーク

自分の周囲だけ温度調節

居ながらにして健康管理

新聞・雑誌は
全て電子ペーパー

バーチャル旅行

様々な情報が
光のままで効率的に流通

事務所・
店舗

一般家庭

生産・流
通

○世界のあらゆる場所で、全て光信号
のまま伝送するネットワークが展開

○地球全体規模から都市規模までの

電子図書・遠隔授業

居ながらにして健康管理

一般家庭

21

共通的なICT利活用

光のままで効率的に流通○地球全体規模から都市規模までの
あらゆる規模でCO2計測を実施



１２．２０３０年の社会イメージを実現するために求められるＩＣＴシステム

Ⅰ 「生産・流通・輸送」のシーン Ⅱ 「事務所・店舗」のシーン Ⅲ 「一般家庭」のシーン

エコ物流・安全交通システム

ITSやエコドライブにより、事故

Ⅰ 「生産 流通 輸送」のシ ン Ⅱ 「事務所 店舗」のシ ン Ⅲ 「 般家庭」のシ ン

事務所・店舗や一般家庭において、人の行動や位置の情報を活用し、空調、照
明、給湯等を先回りして最適にコントロールすること（プロアクティブ機能）により、
あらかじめ個別に設定された電力量を超えることをなくし、積極的にエネルギーの

エコ・エネルギー・マネジメントシステム

や渋滞を無くし、燃料消費を最小
化することにより、人や物の移動
を最適化し、エネルギーの利用
効率を改善する。

【プロアクティブHEMS】【プロアクティブBEMS】

消費を削減する。

プロアクティブ機能を用いて、ビル
のエネルギーマネージメントを実施。

プロアクティブ機能を用いて、家庭
のエネルギーマネージメントを実施。

高度生産・購買・流通
支援システム

RFIDの活用等により物の在庫

視覚や聴覚に加え、触覚、味覚、臭覚等の伝達を可能とするシステムにより、遠
隔会議、テレワーク、遠隔医療等、あるいは、オンラインショッピング、擬似旅行体
験システム等を実現し、人や物の移動を代替し、エネルギーの消費を削減する。

テレ・リアリティシステム

RFIDの活用等により物の在庫
最小化を実現し、物の生産を効
率化する。さらに、検品や保管の
効率化、位置情報の活用により、
流通の効率化を実現する。

省資源システム

電子ペーパー等の実現によりカタログ、会議資料等の紙の使用量を削減する。ま
た、オフィススペースや自転車などの資産を多くの人々と共用利用することで有効
活用を図る。さらに、冷蔵庫内の管理等により、食品の廃棄量を削減する。

Ⅳ 共通的なICT利活用等
環境情報の流通・分析・判断・制御

ネットワークを通じて流通した環境情報を分析・判断することにより、
社会の利便性や生産性を維持しつつ、CO2排出削減をマネジメントする。

ICT機器・ネットワーク自体の省エネルギー化

環境情報

環境情報の計測

地球規模から都市空間規模
に至るまでのスケールで、ＣＯ２
排出量をはじめとする環境情報
を 計測し情報化する
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ICT機器 ネットワ ク自体の省エネルギ 化

オール光ネットワークや新しいネットワークアーキテクチャ等により、ＩＣＴ
機器の省エネルギー化やネットワーク自体の省エネルギー化を図る。

を、計測し情報化する。



１３．期待されるＣＯ２排出削減効果（１）

CO2排出量削減効果の試算CO2排出量削減効果の試算
・2030年の特徴的な想定シーンについて、CO2排出削減ポテンシャルを試算

CO2排出削減ポテンシャルの試算例排出削減ポテ シャ 試算例
情報化対象 2030年の特徴的な想定シーン CO2削減ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ

エネルギーの流れ エコ・エネルギー・マネジメントシステム 3,150万t-CO2/年
プロアクティブＨＥＭＳ 850万t-CO2/年
プロアクティブＢＥＭＳ 2,300万t-CO2/年

※ＩＣＴ機器の運用等に係るCO2排出量は、利活用によるCO2排出量に比して少ない見込みより、本試算からは除外

プ アクティブＢＥＭＳ 2,300万t CO2/年
エネルギー以外の流れ 新聞の電子ペーパー化 500万t-CO2/年
（人・物・金の流れ） 超臨場感システムによる海外出張の軽減 170万t-CO2/年

ネットワークの消費電力
・大型ルータが光ルータに置き換わった場合の消費電力を比較 1 300億kWh

ネットワーク機器の
消費電力量（年間）

大型ル タが光ル タに置き換わった場合の消費電力を比較
・今後のトラヒックの爆発的増加から、2030年には、

ルータ等ネットワーク機器の消費電力：1,300億kWh
・オール光ネットワークノード技術の確立により、

850億kWh
の削減

1,300億kWh

大型ルータ

オ 光ネッ ク 技術 確 り、
大型ルータの消費電力は現在の ５０分の１ 程度まで低減
小型ルータの消費電力も現在の ２分の１ 程度まで低減

これにより、2030年のネットワーク機器の消費電力は、

小型ルータ 450億kWh

80億kWh

2006年 2030年 オ ル光ル タが実現
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450億kWh程度まで抑えることが可能
ネットワーク機器の消費電力量

2006年 2030年 オール光ルータが実現

した2030年



１３．期待されるＣＯ２排出削減効果（２）

重点化すべき研究開発重点化す き研究開発
今後、以下のシステムの実現に向けた研究開発を推進

○ エコ物流・安全交通システム
○ 高度生産・購買・流通・支援システム高度 産 購買 流通 支援
○ エコ・エネルギー・マネージメントシステム
○ テレ・リアリティシステム
○ 省資源システム

特に、「エコ・エネルギー・マネージメントシステム」の研究開発を推進
・エネルギーの流れの情報化により電力の消費と供給をマネージメントするシステム
・「プロアクティブBEMS・HEMS」として大きなCO2削減効果が期待アクティ 」 して大きな 削減効果 期待

さらに、
「ICT機器・ネットワーク自体の省エネルギー化」・・・ネットワークのオール光化やICT機器の省エネルギー化等

「環境情報の計測」・・・CO2排出量等の計測等

の研究開発についても推進

個別技術要素の研究開発
（１）共通性の高い技術要素 ⇒【参考３】

・３つの利用シーン（「生産・流通・輸送」、「事務所・店舗」及び「一般家庭」）に共通して活用す
る技術要素の研究開発を推進
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（２）新たに研究開発すべき技術要素 ⇒【参考４】
・CO2排出削減の観点から、ICT分野として今後新たに研究開発を推進



【参考１】 ＣＯ２排出削減に資するＩＣＴ分野の研究開発例

レーザー光によるCO2濃度の測定

ザ 光

プロアクティブHEMS

行動パターンに応じ
ギ レーザー光

CO 分布測定

衛星搭載型測定装置

電力センシング制御
モジュールホームネットワーク

充
電

たエネルギー消費の
効率化

グラタンを作
るには、1000
ワットに合わ
せて…

家族はリビングに集まっ
て、書斎のエアコンがつ
けっ放しのようだ。運転
を弱めておこう。

地上設置型測定装置

CO2吸収

CO2排出

CO2分布測定

電気自動車

・
給
電

電力機器の
特性・機能・配置

知識ベース

電子レンジの出力が

昼夜間の電力消
費の平準化明日まで車は

使わないので

○ 大気中にレーザー光を照射し、大気中の

バッテリー

上がったから、一時
的に他を下げよう。

使わないので
給電しよう。

災害時の自立

○ 人の行動や位置の情報を活用し、空調、

CO2濃度を算出
○ レーザセンサを用いたCO2の濃度計測に

成功（NICT）
後

照明、給湯等を先回りして最適にコント
ロール（プロアクティブ機能）

○ エネルギーのバッファー機能によりマネー
ジ を実現 ○ 今後、高精度化等の開発を進め、地球規

模でのCO2濃度測定を実現
ジメントを実現

○ 設定された電力量以下に消費電力を管
理することにより、利便性を損なわず、か
つCO2排出量を削減
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つCO2排出量を削減



【参考２】 研究開発ロードマップ（１）

○ 生産・流通・輸送○ 生産 流通 輸送

○ 事務所・店舗

○ 一般家庭
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【参考２】 研究開発ロードマップ（２）

○ 共通的なICT利活用等
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【参考３】 共通性の高い技術要素
技術要素 CO2排出削減に対する効果の例

( ) 新世代ネ トワ ク ○新たなアプロ チによるネ トワ クの基本設計を構築し 現状のア キテクチ における(a) 新世代ネットワーク
アーキテクチャ

○新たなアプローチによるネットワークの基本設計を構築し、現状のアーキテクチャにおける
無駄な処理をなくすことにより、処理に伴う電力を削減できる。

(b) 最先端のフォトニッ
ク・ノード

○すべてが光化されたネットワークの構築により、ネットワーク全体の低消費電力化が図られ
る。

(c) 異 種 ネ ッ ト ワ ー ク ○路車間・車車間通信等を構築し 無事故で渋滞のない効率的な輸送等を実現できる(c) 異 種 ネ ッ ト ワ ク
シームレス接続技術

○路車間・車車間通信等を構築し、無事故で渋滞のない効率的な輸送等を実現できる。

(d) ユビキタスアプライ
アンスによる個人認
証・課金システム基
盤技術

○サプライチェーンを構成する企業間の高度な情報共有化を実現し、在庫最小化等、物の生
産を最大限に効率化できる。

○食品や生活製品の情報管理が図られ、無駄な廃棄が劇的に低減される。
盤技術

(e) ユビキタス・プラット
フォーム統合化技術

○建物内や家庭内の各種センサや端末などからの情報を収集・統合することで、局所的な空
調や多量多種情報の共有等、先回りして最適にコントロールするBEMS・HEMSを実現できる。

(f) ユビキタス端末技術 ○個別商品管理による最適生産（在庫最小化）を実現し、在庫最小化等、物の生産を最大限
に効率化できる。

(g) ネットワーク網管理
技術

○広域エリア内や地域コミュニティ内のエネルギー需給の効率化をセキュアに実施することに
より、先回りして最適にコントロールするBEMS・HEMSを実現できる。

(h) 悪意ある通信の遮
断技術

○個人情報やコンテンツの管理をセキュアに行うことにより、超臨場感コミュニケーションを用
いた間違いのない商取引が成立し 人や物の移動の軽減が実現する断技術 いた間違いのない商取引が成立し、人や物の移動の軽減が実現する。

(i) 認証成りすまし等の
防止技術

○コンテンツの発信元から到着まで改ざん等からコンテンツを確実に守ることにより、電子
ペーパー等への情報配信におけるコンテンツ管理が図られ、紙の使用や輸送等を最小限と
する社会を実現できる。

(j) 計測 センサ 宇宙シ ○CO2をはじめとする温室効果パラメ タにおける地球規模の分布を精密に計測する技術を(j) 計測・センサ・宇宙シ
ステム技術

○CO2をはじめとする温室効果パラメータにおける地球規模の分布を精密に計測する技術を
確立することにより、それらのデータを社会へフィードバックすることが実現する。

(k) ネットワークロボット
技術

○車両等の運転者に対して状況認知や判断を確実に行う機能や、運転者等の属性に応じた
コンシェルジェ機能等により、無事故で渋滞のない効率的な輸送等が実現できる。

情 情 確 適 輸 送が
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(l) 情報信頼性分析技
術

○提供される交通情報の信頼性や有用性を確定することにより最適な輸配送が決定でき、無
事故で渋滞のない効率的な輸送等が実現できる。

(m) 音声言語処理技術 ○言語の障壁を取り除いて個人の多様な要求を理解できるICTを用いた会議等が積極的に行
われることにより、海外出張等による人の移動の軽減が実現する。



【参考４】 新たに研究開発に取り組むべき技術要素

技術要素 CO2排出削減に対する効果の例

(a) エコ・ドライブ技術 ○いかなる状況下でも個々又は群として最適に車両走行を制御することにより、無事
故で渋滞のない効率的な輸送等が実現できる。

(b) 高 度 ド ラ イ ブ レ
コーダ技術

○車両の大量の走行環境データを高度に蓄積し処理することにより、無事故で渋滞の
ない効率的な輸送等が実現できる。

(c) 可視光通信技術 ○建物内や家庭内において確実、高速かつ省電力で通信することにより、先回りして
最適にコントロールするBEMS・HEMSを実現できる。最適 する を実現 る。

(d) 直流電源融合高
速通信技術

○建物内や家庭内における様々な機器やセンサ等の結線を削減し、高速に大量の
データを通信することにより、先回りして最適にコントロールするBEMS・HEMSを実現
できる。

( ) 省電力近距離無 ○建物内や家庭内における様々な機器やセンサ等の結線を削減し 極めて省電力に(e) 省電力近距離無
線通信高度化技
術

○建物内や家庭内における様々な機器やセンサ等の結線を削減し、極めて省電力に
データを通信することにより、先回りして最適にコントロールするBEMS・HEMSを実現
できる。

(f) パワーセンシング
ネットワ ク技術

○建物内や家庭内におけるエネルギー消費状況をセンサーネットワークにより検知す
ることにより 先回りして最適にコントロ ルするBEMS・HEMSを実現できるネットワーク技術 ることにより、先回りして最適にコントロールするBEMS・HEMSを実現できる。

(g)コミュニティ内制御
技術

○広域エリア内や地域コミュニティ内のエネルギー需給の効率化を行うためにネット
ワークを用いて機器を制御することにより、先回りして最適にコントロールする
BEMS・HEMSを実現できるBEMS・HEMSを実現できる。
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第５章

～地球温暖化問題への対応に向けた地球温暖化問題 の対応に向けた
国際的な貢献方策～
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１４．国際的な貢献方策

１．国際的なレベルでの認識を高めるための普及啓発の推進

２．国際電気通信連合（ＩＴＵ）における国際標準化の推進（ＣＯ２削減効果評価手法（評価基準・ＣＯ２ 原単位）等の標準化）

【具体的方策】

国際電気通信連合（ ） おけ 国際標準 推進（ 削減効果評価手法（評価 準 原単位）等 標準 ）

３．クリーン開発メカニズム（ＣＤＭ）の活用に向けた検討

（発展途上国におけるＩＣＴインフラ整備支援によるＣＯ２ 排出削減効果をＣＤＭとして算入）

４ ＩＣＴによる気候変動適応策の推進４．ＩＣＴによる気候変動適応策の推進

（リモートセンシング等の観測技術や非常災害時における早期警報・情報伝達システムの活用）

国際的な普及啓発の推進 国際標準化の推進

ＩＣＴ利活用の推進
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低炭素社会の実現に貢献



第６章

提言～提言～
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１５．提言

（１） 「経済成長と利便性の向上を追求しつつ地球温暖化問題へ積極的に貢献できるＩＣＴ」というコンセプトを国内外に
積極的に発信し、その認知度の向上を目指すべきである。

（２） ＩＣＴによるＣＯ 排出削減効果の評価手法を国際的なレベルで確立し 標準化を進めるべきである（２） ＩＣＴによるＣＯ２排出削減効果の評価手法を国際的なレベルで確立し、標準化を進めるべきである。

（３） 電子政府・電子自治体を始め様々な社会システムについて、低炭素社会の実現という観点も加味し、より一層の
ＩＣＴ化とその普及を推進すべきである。また、ＩＣＴの利活用による低炭素型の都市モデルの構築を推進すべきである。

（４） 企業の自主行動計画等の取組にＣＯ２排出削減量を算入することを可能とする仕組みを導入すべきである。また、
発展途上国のＣＤＭへの活用に向けた取組も検討すべきである。

（５） ＩＣＴによる環境負荷低減事例をベストプラクティスとして周知したり、表彰制度を設けるなど、社会全体への普及を
推進すべきである推進すべきである。

（６） データセンタ、ＡＳＰ・ＳａａＳにおける環境配慮対策を推進すべきである。アーカイブデータについては、光ディスク等
消費電力が少ない保存方法への移行を推進するなど、情報管理におけるＣＯ２排出削減対策を進めるべきである。

（７） 企業におけるＩＣＴによる環境に配慮した取組や、家庭における消費電力の「見える化」等を推進するための支援措置
について検討すべきである。

（８） エネルギーの流れの情報化により電力の消費と供給をマネジメントする「エコ・エネルギー・マネジメントシステム」や、
ペ パ 化社会を実現する「省資源化シ ム 「 機器 ネ ク自体 省 ネ ギ 化 「環境情報ペーパーレス化社会を実現する「省資源化システム」、「ＩＣＴ機器・ネットワーク自体の省エネルギー化」、「環境情報の
計測」等の研究開発を推進する必要がある。

（９） 上記ＩＣＴシステムに共通する技術要素の研究開発を進めるとともに、ＣＯ２排出削減の観点からＩＣＴ分野として
新たに研究開発すべき技術要素についても今後推進していく必要がある
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新たに研究開発すべき技術要素についても今後推進していく必要がある。


